
【防災ユースケース】不動産ＩＤを活用した被災者台帳作成・活用の実証
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災害時に被災者の情報を一元的に集約する被災者台帳は、迅速かつ効率的な被災者支援の実施に有用で
ある。しかし、被災家屋の情報や住民の居住情報等の各種行政情報を紐付ける共通のIDが整備されていな
い自治体が多く、災害時において、必要な情報の集約・共有に時間を要することが課題となっている。

そのため、本ユースケースでは、兵庫県加古川市において、各種行政情報を紐づける共通IDとして不動産
IDを活用し、効率的な被災者情報の集約・共有が可能であるかの検証を行う。また、不動産ID基盤図に紐付
いた行政情報を活用して効率的に支援対象者を把握するなど、迅速な被災者支援につなげる不動産IDの有
用性の検証及びニーズ・課題の掘り起こし等を行う。



加古川市の概要①
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兵庫県下最大の一級河川「加古川」が市の中央部を流れる都市
人 口：256,931人
世 帯：109,079世帯
総面積：138.48㎢
（令和5年4月1日時点）

高御位山

伝統産業の靴下

かこがわ名物 かつめし

棋士のまち
加古川和牛

鶴林寺



加古川市の概要②
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市政課題

刑法犯認知件数（犯罪発生件数）が多い

市としての取組

• 町内会などが設置する防犯カメラへの補助制度に加え

1,475台（各小学校区ごとに約50台）の

見守りカメラを設置、運用

• 各地区でのタウンミーティングの開催や条例制定等

プライバシーの保護に配慮した丁寧なアプローチが

スマートシティ業界から注目されるようになった

スマートシティのきっかけ



加古川市の概要③
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https://www.city.kakogawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kikakubu/kikakubukohoka/smartcity/29446.html


